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中国の一帯一路の対外文化戦略と韓国との関係
権寧俊
１。 はじめに
　
２０１３年９月、 習近平国家主席は、 シルクロード経済圏構想を提示し、 その後、１０月に
「２１世紀海上シルクロー ド」建設を提議した。 いわゆる「シルクロー ド経済ベルト」と「２１
世紀の海上シルクロード」の「一帯一路」構想である。 この政策は、中国主導でアジア、中
東、欧州にまたがる地域のつながりを強め、各国の経済発展を促す構想である。 しかし、そ
こには、 世界第２位の経済大国に成長し、「新冷戦時代」 と言われるほど米国と覇権を争う
存在となった中国が、経済◎軍事◎政治だけでなく、文化的ソフト◎パワーでも世界を席捲
したいという「中国夢」が含まれている。すなわち、この数十年で成し遂げためざましい高
度経済成長の基盤と「一帯一路」構想を通して、東南アジア、中央アジア、中東、アフリカ
まで包摂する「新シルクロード世界」のリーダーを夢見ているのである。それは明時代の過
去の栄光の再現であり、「中華民族大復興」となる現習近平政権の「中国夢」でもある。「中
国夢」 は習近平政権の執政理念として２０１２年１１月２９日中国共産党第１８期中央委員会の
会議において正式的に提起された（「承前啓后継往開来継続朝着中華民族偉大復興目標勇躍
前進」『人民日報』２０１２年１１月３０日）。 習近平主席はそれを「中華民族の偉大な復興の実
現、すなわち近代以降の中国民族の一番偉大な夢」である定義した。そして、この偉大な夢
の実現のため中国は、対内的には「中華民族大団結」を、対外的には「中華文化」の優秀性
を知らせ、 中国のイメージを改善することで、 自国の影響力を向上させようとしている。
このような「中国夢」は「一帯一路」構想として東南アジアやヨーロッパの方面だけでな
く、「シルクロードの裏経済圏」 である日本、 韓国にも大きな影響を与えている。 特に韓国
では、朝鮮族が「一帯一路」構想を担う「新華僑」として登場し、朝鮮族は「華僑」なのか、
「朝鮮民族」なのかが問われる時代にもなってきた。そこで本稿では、第１の課題として、
韓国に居住している 「華僑社会」、 特に近年 「新華僑」 とされる中国朝鮮族を対象とし、 こ
の問題を考えてみたい。 韓国在住朝鮮族は 「華僑」 なのか、「華人」 なのか、 それとも 「朝
鮮民族の同胞」なのか。この問題を考えることは、これからの華僑◎華人社会をとらえる上
でも、 新たな課題にもなると思う。
第２の課題は、現在中国が国策として行う「一帯一路」構想の中で文化的ソフト◎パワー
戦略の前衛となる孔子学院と韓国との関連についてである。 現在、 孔子学院 （Ｃｏｎ坑ｃｉｕｓ
ｌｎｓｔｉｔｕｔｅ）は世界各地に拡大して設置され、中国語や「中華文化」の普及に大きな貢献をし
ている。しかし、一方では「中国共産党の政治的宣伝機関」や「学問の自由を抑圧する機関」
とされ、批判の声も高い。特にアメリカと韓国では、極端にその活動評価が異なっている。
－４１ －
本稿ではその要因と背景について考察する。
ロ． 韓国「華僑」の移住と定着
１。 韓国 「華僑」 の定義
　
現在、中国では「一帯一路」構想が世界的に推進され、世界の政治◎経済を先導する「中
国夢」 をみている。 それは明時代の過去の栄光の再現であり、「中華民族大復興」 をしたい
現習近平政権の「中国夢」でもある。その「夢」は、５６の民族からなる中国の国民統合と海
外華僑◎華人統合の論理「中華民族大家族◎中華民族大団結」を強調する時に使われる。そ
の産物が「中国少数民族教育＝民族教育」である。中国朝鮮族の場合、中国共産党政権が建
国初期から一貫して行なってきた、「国民統合のための教育」 というイデオロギーが利用さ
れた。「国民統合のための教育」とは、「僑民思想〔中国に根を張らないで一時的居住地とみ
なす思想〕」と「２つの祖国という観念」を無くすものであった１。そのため、彼らのアイデ
ンティティが変容するようになったのである。
現在、韓国では華人と華僑を区別せず、すべて「華僑」と呼んでいる。 最近は「旧華僑」
と区別するため、１９９２ 年の韓国と中国との国交樹立以降移住してきた人を 「新華僑」 と呼
ぶようになった。 その数は 「旧華僑」 が約２万２千人、 「新華僑」 が約８０万人である。 韓
国華僑の特徴としては「旧華僑」の場合、多くの人が中国本土（多くが山東省出身） から移
住してきた人々であるが、現在の国籍は中華民国である。戦後冷戦の進行とともに韓国政府
の反共産主義政策によって、韓国華僑の中国本土との交流は強制的に断絶され、中華民国国
籍者になった。その後、彼らは台湾教育部下の「民族教育」を受け、 「台湾人アイデンティ
ティ」 を持つようになったが、１９９２ 年の国交正常化とともに韓国と台湾の国交断絶、 台湾
経済の下落、中国経済の高度成長など、中国の位相が国際的に格上げされると、彼らの「民
族教育」 も、 アイデンティティも変容しはじめたのである
２
。
一方、「新華僑」 の多くは中国朝鮮族が占めている。 朝鮮族は日本の植民地期に朝鮮半島
から中国東北地方に移住した「朝鮮民族」であるが、戦後中国の「民族教育（国民統合のた
めの教育）」 の強化によって、 朝鮮族の中には自分たちが 「中華民族」 であると考える人々
が増え続けてきた３。 その結果、 韓国においても朝鮮族は 「朝鮮民族の同胞」 と 「新華僑」
との間で揺れているのである。
２。旧華僑の移住と定着
（１）韓国華僑の移住のはじまり
－４２－
　朝鮮半島に華僑が移住し始めたのは、１８８２年の壬午軍乱の以降であった。１８８２年７月
に、朝鮮で軍事グーテタが勃発し、清国は日本の．船舶を牽制するために、呉長慶を長として
軍艦３隻と約４０００人の軍人を派遣した。 その時に商船２隻に４０余人の軍役商人が清国か
ら朝鮮へ派遣された。また、１８８２年８月２３日には「清朝商民水陸貿易章程」が締結され、
華商が朝鮮に本格的に進出した。この章程によって、対欧米開港として清との間でも開港場
を通じた移動と貿易が開始された。 また、 開港場と漢城で家屋の賃貸と土地所有の権利 、
漢城で商業を行う権利などが認められた。これによって、清は、朝鮮への商業特権を獲得し
た。これは、一方的に清の領事裁判権を認めた不平等条約であった。つまり、この章程は、
華商の朝鮮への長期居住を初めて可能なものにしたのと同時に、 清朝と朝鮮をより強固な
宗属関係とし、 朝鮮における政治的圧力を強化する政策であった。 その後、１８８４年４月 ２
敵こ「仁川口華商地界章程」 を締結し、 清は仁川の租界地を獲得した。 華僑商人たちは貿
易拠点を開港地である仁川に移し、仁川へ華商が大量流入するようになった４。 これらの条
約は華商の朝鮮での商業活動を活発にさせ、 華僑人口は増加していった。
（２）朝鮮への移住とその背景
韓国華僑が、朝鮮へ移住した背景は、朝鮮と清国との政治的な関係だけでなく、当時の清
国国内の情勢にも大きく関係する。１８９９ 年に勃発した山東省での義和団事件を契機に、 中
国社会の混乱が顕著になった。秘密結社である義和団が外国人、キリスト教徒に反発し、武
力行動を行った。 清国政府や一般労働者◎農民らはこれを支持したが、１９０１年の八カ国の
連合国勢力の鎮圧によって多くの犠牲が生まれた。特に山東省は暴動の震源地とされ、大き
な被害を受けた。これにより、山東省から国内外に移住する人々が増加し、大多数は地理的
に近い朝鮮へ移住するようになった。
また、山東省出身の華僑が多い理由として、食糧難と自然災害が挙げられる。山東省は、
海岸に位置していることから、馬賊団や外部勢力の収奪による影響を受けやすく、食糧難に
陥ることがあった。さらに、山東省は地理的に黄河の氾濫による自然災害などが起きやすい
地域だった。山東省は平野地帯で農業が盛んであった為、食糧難や自然災害の被害が住民に
大きな影響を及ぼした。 このような生活難と自然災害から逃れるために外国へ避難する住
民が急増した５。 一部の山東省出身の韓国華僑には、 清国の人ロ政策によって中国国内で最
も人ロ密度が少ない南満州や内蒙古へ一度移動し、 開墾事業に従事してから朝鮮へ移住し
てきた場合も多い。
このような背景から、韓国への華僑の移住は１８８２年からはじまり、１９１０年の日韓併合後
には大量な移住が行われた。「図１」 の通り、１９１０年に１万人 （１１，８１８人） を超え、１９３０年
には６７，７９４人と約６倍に増加した。 しかし、１９３１年に満州事変が起こり、次の年満州国が
建国されると減少傾向が続き、１９３８年以降から再び増加した。それは１９３８年４月に、朝鮮
総督府が中国に居住している韓国華僑の家族の韓国への入国と、 商店を営む商店主の再入
－４３－
国を許可したためである。この背景には、日中戦争中に発動された日本の国家総動員法があ
る。戦時動員のため、銃後の労働人ロが不足した。そのため、朝鮮や台湾から労働者を日本
へ連行し、労働させた結果、韓国内の労働力が不足した。その不足分を華僑で補おうとした
のである。その後１９３９年には、５１，０１４人、１９４３年には８２，６６２人とピークになったが、１９４５
年朝鮮が日本植民地支配から解放されると、多くの華僑が本国に帰国するようになった。そ
の後、 現在までソウル、 仁川、 釜山などを中心として約
　
２万人が居住するようになったの
である６
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（出所）王恩美著（２００８）『東アジア現代史のなかの韓国華僑』、三元社、ｐｐ６６、ｐｐ７３、ｐｐ２４３、
より作成。
３。 新華僑の移住と定着
現在（２０１７年）韓国に在留している外国人は、２，１８０，４９８人である。そのうち、最も多い
のが中国人である。 中国人が４６．７％ （１，０１８，０７４人） を占めているが、 そのうち６７％を朝
鮮族が占めている７。
中国朝鮮族の多くは日本植民地時代に中国に移住して定着した人々の子孫である。 彼ら
は１９５２年に民族自治州を獲得して定住してきたが、 中国の改革開放政策の波にのり、 自治
州を離れ北京◎上海◎青島など大都市や韓国に移動することになった。 特に、１９９２年に韓
国と中国との間に国交が樹立され、朝鮮族の韓国への移住に火をつけることとなった。１９８０
年代末の「親戚訪問」から始まった朝鮮族の韓国への移動は、この３０年間で６０万人を越え
る大規模的な人口移動現象を引き起こしている。１９９１年には約２万人に過ぎなかった在韓
朝鮮族が、２０１７年には６７９，７２９人に増加していた。 これは同年の韓国滞留外国人の３２．１％
にあたる。その移動者の多くは出稼ぎ労働者であった。その他にも約１１万人 （２０１６年統計
では１１０，０９４人） が韓国国籍を取得している。 それを合わせると約７８万人が滞在している
とことになる。
－４４－
　朝鮮族の韓国への移動は、 特に ２０００ 年から急速に増加傾向を見せている。 その理由は、
１９９０ 年代は就労者より家族訪問の人が比較的多かったのに対して、２０００ 年に入ってから
は、主に就労者が増えてきたからである。これは、韓国政府の外国人労働者に対する政策の
変換によるものであった８。
このように多くの朝鮮族が韓国に移住し定着していくと、当初は同民族◎同胞として受け
入れた韓国社会が、今は中国人あるいは「華僑」として彼らを扱うことになった。また、移
住朝鮮族の中でも、自分たちが「中華民族」の一員である「中国少数民族＝朝鮮族」だと考
える人が増えつつある。
皿。「中華民族」 の定義と朝鮮族の民族アイデンティティ
１。 費孝通の 「中華民族」 の定義
民族学者の費孝通は、 彼の論文 「中華民族的多元－体格局」（中華民族の多元一体構成）
で、「中華民族」 を次のように定義した。「中華民族は中国国内の５６の民族を包括する民族
実体であり、決して５６の民族を合わせた総称ではない。というのも、この５６の民族はすで
に結び付いて相互に依存するものとなっており、 一つに合わさっていて分割することので
きない統一体であるからである」。また、彼は「漢族と５５の少数民族は、ともに同じ階層に
属しており、 それらがお互いに結合して中華民族となっている。 中華民族とは、５６の民族
という多元から形成された一体であり、 階層がより高いアイデンティティを持つ民族実体
なのである」９。
このように、費孝通は中華民族を、漢族を含めた５６の民族の包括実体であると定義した。
ただ、８２年１２月 ４日、第５回全国人民代表大会の第５次会議で採択された『中国憲法』に
おいては、「中華民族」と言わず中国の各民族人民と言っている。『中国憲法』序言には次の
ように述べられている。「中華人民共和国は全国の各族 （民族） 人民共同で創設した多民族
国家である。平等，団結，相互援助という社会主義の民族関係は確立され、継続的に強化さ
れるであろう。族（民族）の団結を維持する闘争のなかで、大民族主義、主に大漢族主義に
反対すると共に、地方民族主義にも反対しなければならない。国家は全力を尽くして、全国
の各民族の共同繁栄を促進させなければならない」１０。中国憲法では、どこにも「中華民族」
という語は使用されていない。その理由は、現代中国には、政治的概念の「人民」と文化的
概念の「中華民族」が両方存在しているからである。 しかし、費孝通の「中華民族論」 は文
化的概念よりは政治的概念に近いのではないか、 と思われる。
毛里和子は費の 「中華民族」 定義について、「通常の国民国家でいう『国民』 にあたるも
のを費孝通はあえて 『中華民族』と呼んでいると考えてよい」 と断言した１。 もしそうで
あれば、なぜ、「国民」と言わず、「中華民族」と称したのか、が問題になる。 これに明確に
－４５－
答えたのが、１９４９年９月の中国人民政治協商会議における周恩来の報告である。 周は 「国
民」 と 「人民」 との関係を以下のように説明していた。
　
「『人民』と『国民』には違いがある。人民は労働者階級、農民階級、小ブルジョア階級、
民族ブルジョア階級、 および反動階級のなかから自覚をもってやってきた一部の愛国的民
主分子をさす。また、彼らとは別に次のような人々がいる。それは、財産を没収されてしま
った官僚ブルジョア階級と土地を没収分配されてしまった地主階級である。消極的には、彼
らのあいだの反動的活動を断固として鎮圧しなければならない。積極的にいえば、彼らには
もっと労働に参加するよう促して、彼らを新しい人間につくりかえなければならない。彼ら
が生まれかわる前は、彼らは人民の範囲には入らないが、しかしそれでも中国の『国民』の
一人ではある。しばらくの間は彼らに人民の特権を与えることはできないが、国民の義務は
守らせるようにしなければならない。 これが人民民主主義独裁なのである」１２。
この説明は今の中国においても有効である。つまり、一般に国民国家での「国民」は、国
籍をもつ者すべてを意味するが、中国では「国民」とは別に人民、公民という概念が意味を
もつ。毛里はまた、「費孝通は、『現実の政治議論に触れるのを避ける』ために、今中国の領
土内に住む諸民族をすべて『中華民族』と呼ぶ。台湾等に住む、血統的には同じ中国系、あ
るいは華僑◎華人には意識的に触れていない」 と指摘した。
『人民日報』の１９７８年１月 ４日付の社説では、 華僑について次のように述べた。
「毛主席が決定した『二重国籍』を解消する政策を、引き続き貫徹し、華僑たちが在住する
国の国籍を選ぶように奨励しなければならない。 在住する国の国籍を取得した華僑は中華
人民共和国の公民ではなくなるけれども、われわれの親戚、友人であることは変わらない。
国内における僑務政策の精神は彼らの国内にいる親戚にも適用される。 中国の国籍を保留
したい華僑は歓迎し、国家はその人々の権利と利益を守る義務を負っている。華僑は居住国
の法律を守り、居住国の人民大衆と仲良くつきあい、その国の経済や文化の発展のために貢
献するように、われわれは期待している。華僑の在住している国々にたいして華僑の正当な
利益を保護し、 彼らの民族伝統と風俗習慣を尊重するよう、 我々は望んでいる」１３。
以上のように、費孝通の「中華民族論」は「少数民族」認定とは別のレベルの「民族」と
して理解している。しかし、彼の民族論は民族と国家を混同しているのではないか、と思わ
れる。このような暖昧な「民族論」が現代中国の少数民族政策に適用された結果として、朝
鮮族が 「華僑」 として認識するようになったと考える。
２。朝鮮族の国家観念と民族意識
１９４９ 年に中国共産党の国民政府＄国民党にたいする勝利が確定すると、 在中朝鮮人の位
置付けは劇的に変わった。 中国共産党は、１０ 万余の朝鮮人が 「中国革命」 に参加していた
という貢献をみとめ、在中朝鮮人を中国の「少数民族」として承認した。在中
‘朝鮮人’は
－４６－
少数民族としての‘朝鮮族’になったのである。 しかし、朝鮮族内部においては国家観念や
民族意識は容易には変わらなかった。そのために、中国政府は建国初期から朝鮮族にたいし
て「僑民思想」という「２つの祖国観念」を克服することを強いた。その政策が強化された
のが整風運動期 （１９５７～６０年） であった１４。
　
少数民族地域における整風運動は、「民族知識人」（民族的志向をもつ知識人）の批判や民
族団結の強化をめざす運動であった。この運動では、整風の対象が「民族知識人」で、民族
語や芸術作品がしばしば批判の対象となった。「民族知識人」 の自由な表現活動を禁止し、
多くの人々が批判され弾圧された。 中共中央は整風運動を展開するにあたり、「狭総な民族
主義思想」 に反対するとともに、「大漢族主義」 を批判することにも留意した。 しかし、 朝
鮮族地区においては前者のみが批判され、漢族側の思想問題はなに一つ問題にはされなか
った。 そのために、「延辺は朝鮮に帰属されるべきである」 と主張した者も出てきた１５。 し
かし、 当時の朝鮮族の知識人のあいだでは、「複数祖国観」 を主張する人々が増えつつあっ
たようである１６。
中共中央は、朝鮮族のなかのこのような主張は「右派分子」の見解で、民族意識に鼓舞さ
れたブルジョア思想と認定した。その結果、多くの朝鮮族知識人たちが「地方民族主義者」
として批判の対象となった。 この問題は文化大革命期においては一層激しく展開された１７。
その結果、現在の朝鮮族社会においては「祖国は中国であり、朝鮮族は中華民族の－構成員」
であると考える人々がほとんどとなった。
朝鮮族を対象に行なわれたいくつかの意識調査によれば１８、「祖国は中国である」 と考え
る者の比率は、 約７０％ （各階層を網羅した調査の場合） から９５．５％ （遼寧省の中高校生を
対象にした場合）となった。無論、遼寧省のような漢族との雑居地域は延辺とは異なるが、
それにしても比率があまりも高い。 延辺で延辺大学生 １５０人を対象にして行なわれた調査
では、６９．７％であった
１９
。 つまり、 若い世代ほど中国人としてのアイデンティティを強くも
っているのである。また、それらの多くの人が「あなたにとって民族とは何か」という問い
かけにたいして、「中華民族の－構成員である」 と答えている。 その意識は、 学生だけでな
く教育学者にも存在している。 たとえば、延辺および韓国にも知られている教育学者◎ホ◎
チョンソン （延辺大学教授） は、「朝鮮族教育は中華民族文化教育の一つとして発展してき
た」２０と中華民族の一部であることを主張した。 しかし、「祖国観」問題の所在は、国境を自
由に跨いで活動しようとする朝鮮族を心理的に抑制している。 また、「中華民族文化教育の
一つ」であることを強調する論理は、民族教育の否定につながるものである、と思われる。
Ｎ１． 韓国における中国の一帯一路の対外文化戦略と孔子学院
１． 孔子学院の拡大
－４７－
　中国は１９７０年代末の改革開放政策により高度経済成長期を迎え、今世界経済を牽引して
いる。その大躍進を背景として、世界各国では中国語学習に対する関心が高まり、中国語学
習人口が増加している。その背景には、中国政府が中国語や中国文化の普及を国策として展
開したことが大きい。 その代表的政策が海外における孔子学院の設置◎普及である。
２００４年に中国教育部は、「２００３～２００７年教育振興行動計画」 を公表し、 中国語の普及を
目指すプロジェクトである 「漢語橋工程」 を推進した。「漢語橋工程」 の主な施策は孔子学
院の設置とその普及であり、その他にも、中国語能力検定試験の実地拡大、国内外の漢語教
師の養成、漢語教材の制作、世界漢語大会に対する「漢語橋」の影響力拡大など８項目の措
置が打ち出された２１。
この計画により、 現在 （２０１８年１２月） では世界１５４国◎地域に５４８校、 小中学孔子課
堂（教室） が１１９３箇所設立されるようになった２２。 元 、々 中国教育部はこの計画を公表し
た時の予測では、２０輯 年までに全世界に１００か所の孔子学院を創設する目標であった。そ
の目標を僅か２年後の２００６年 （１２５校） に達成したのである。
２００４年に韓国で初めて孔子学院の第１校が設立されて以来、２００７年には３年足らずで
２１０校に急増した２３。「表１」 の通り、 韓国において２００６年～２００９年に孔子学院の設置が
急増している。 特に２００７年には８校も設立された。 日本にも孔子学院が１７ヵ所設立され
ているが、 ほとんどが２００６～２００８年に設置された２４。
「表１」 韓国に設立された孔子学院の現況 （２３校）
機関名 協力中国大学 設立年度 機関名 協力中国大学 設立年度
ソウル孔子学院 北京語言大学 ２００４ 大員大学 ハルピン師範大学 ２００７
忠北大学 延辺大学 ２００６ 済州ハンラ大学 南開大学 ２００９
又松大学 四川大学 ２００６ 友石大学 山東師範大学 ２００９
湖南大学 湖南大学 ２００６ 仁川大学 大連外国語大学 ２００９
東亜大学 東北師範大学 ２００６ 韓国外国語大学 北京外国語大学 ２００９
東西大学 山東大学 ２００７ 慶無大学 同済大学 ２０１０
忠南大学 山東大学 ２００７ 安東大学 曲卓師範大学 ２０１２
江原大学 北華大学 ２００７ 延世大学 四川師範大学 灘１３
啓明大学 北京語言大学 籍０７ 回光大学 湖南中医大学 ２０１４
ブｔ仏大学 青島大学 ２０館 湖南師範大学
順夫郷大学 天津外国語大学 ２００７ 世明大学 Ｚ仁西中医大学 ２０１５
世輸大学 青島大学 籍０７ 漢陽大学 青林大学 ２０１５
（出所） 各大学の 「孔子アカデミック」 のホームページより筆者作成。
－４８－
　このように、孔子学院は中国教育部の「漢語橋工程」によって拡大された。中国では「漢
語橋工程」という国家プロジェクトをより強化するために、当初の「国家対外漢語教学領導
小組」を２００６年に国家漢語国際批広領導小組（国家中国語国際普及指導班）と名称を改め、
その長を従来の教育部長（大臣） から国務委員 （副首相格）とし、そのメンバーも、財務部
や外交部など中央の政治機関の幹部１１人を加え１２機関の１７人に増員した （従来１１機関
１２人）２５。 いわゆる 「漢弁 （Ｈａｎｂａｎ）」（後述） の誕生である。 これらの措置は、 中国政府
が海外にむけて発する中国ソフト◎パワー戦略に、総力を挙げて本格的に取り組む意思を表
明するものであった。
２。「一帯一路」 構想と孔子学院
２００７年の中国共産党第１７回全国代表大会では、 国家主席である胡錦涛によって今後の
中国のソフト◎パワーの戦略について、 次のような発言が述べられていた。「現代では、 文
化は民族の凝集力と創造力の重要な源泉であり、 総合的な国力競争の重要な要素となって
いる。豊かな文化生活は我が国人民の熱望するところである。社会主義の精神文化の方向を
堅持し、社会主義文化建設の新たな高まりを惹起し、全民族の文化創造力を活性化し、国の
文化ソフト◎パワーを向上させ、人民の基本的な文化に対する権利を保護し、社会文化生活
をより豊富多彩にし、人民の精神的風格を高めなければならない」、「中華民族の偉大な復興
のためには、中華文化の繁栄と隆盛が絶対に必要である。人々が文化建設における主体性を
十分に発揮できるようにし、広範な文化従事者の積極性を引き出し、更に自覚的に、更に主
体的に文化の大発展、大繁栄を推進し、中国の特色のある社会主義の偉大な実践において、
文化を創造し、 人々が文化発展の成果を享受できるようにしなければならない」２６。
この戦略は、次の習近平政権に継承されている。習近平国家主席は国家の文化ソフト◎パ
ワーを再興するために「中華文化の優れた伝統文化を継承し、時代精神を宣揚し、当代中国
文化の創造的成果を本国の基盤とし、 世界に伝播しなければならない」 と主張した ２７。 特
に、この考えは、「一帯一路」構想と絡み合い、「中華民族大復興」となる現習近平政権の「中
国夢」 にもなる。 その 「中国夢」 の実現のために孔子学院が利用されている。
それは孔子学院と先述した 「漢弁」 との関係から明らかになる。１９８７年７月に中国国務
院は中国国内の中国語教育の統一指導と中国語の世界への普及を目的とし、 国家対外漢語
教学領導小組の成立を批准した。その後、世界各地に孔子学院を設立し、中国語教育と中国
文化の伝播を中心とする中国のソフト◎パワー戦略が展開され、２００６年に国家対外漢語教
学領導小組は、国家漢語国際批広領導小組（国家中国語国際普及指導班）と改名された。こ
の国家漢語国際批広領導小組は、国務院弁公庁、教育部、財政部、国務院僑務（華僑関係）
弁公室、外交部、国家発展と改革委員会、商務部、文化部、国家広播電影電視総局、新聞出
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版総署、国務院新聞弁公室、国家語言文字工作委員会の政府関係の１２機関や委員会より構
成された。その組長は国務委員であり、領導小組の下の執行機関としての弁公室を「漢弁」
と略称した２８。
　
このように、漢弁は中国のソフト◎パワー戦略を遂行するための中国共産党の執行機関と
して組織された。また、孔子学院は中国政府から資金や教員、教材が提供され、教育内容は
中国政府の監督機関である漢弁から認可を得ることになっている。さらに、世界の孔子学院
（課堂も含む）へ派遣される教員（ボランティアを含む）も、専門的な中国語の実力以外に、
「祖国を愛し、中華文化」を発信できる人材として求められ、漢弁が募集◎選抜し、派遣し
ている。 教員申請の際に漢弁の申請条件には次のような条件が加えられていた。「政治性お
よび業務に関して優れた資質を備え、祖国を愛し、漢語の国際的普及事業に従事することを
願い、献身精神をもち、組織規律に従い、団体協力の精神を有し、品行方正で、犯罪歴がな
いこと」、「漢語、中華文化、現代の中国国情、教育理論の基礎知識をマスターし、漢語教育
の実践能力、外国語によるコミュニケーション能力や異文化との交流能力を持ち、中国の才
芸など特技を持つ人」 などである２９。
このような条件を満たす人が教員審査の対象になるのである。その審査は漢弁が行い、選
抜から派遣までには３～６か月がかかる。 そして、派遣までの間に漢弁による派遣のための
事前教育が行われる。この教育は総３００～６００時間で、教育内容は中国語の授業管理や中国
語教材とインターネット資料利用などの教育であるが、それと別に、中国国政、中華文化、
外交関連教育および赴任国の言語取得などが含まれている。つまり、これは中国語だけでな
く中国国家の文化ソフト◎パワーを世界に発信できる人材の養成プログラムである。漢弁が
２００９年から２０１３年まで派遣した中国語教員 （ボランティアを含む） は４３，１１４人 （内、 ボ
ランティアは１８，９５２人） であった。
このように、孔子学院は漢弁の傘下機関として現在習政権の国家戦略である「中華民族大
復興」を目指し、その宣伝活動をする機関としてとらえられ、世界各地から批判の声が出始
めるようになった。 特にアメリカでは中国政府への批判を含めて孔子学院の運営停止を宣
言する学校が相次いでいた。 その代表的な例がシカゴ大学である。 シカゴ大学は２０１４年９
月２５日に「中国政府が学問の自由を侵害した」ということで孔子学院の運営を中断させた。
今後 ５ 年間継続的契約の更新交渉の中で、 シカゴ大学は 「中国共産党の敏感なところまで
討論できる環境作り」を要求したが、孔子学院の中国本部の責任者である許琳はこれに応じ
ず、中国政府系新聞『解放日報』の紙面で「当大学（シカゴ大学）が望まなければ我らは出
ていく準備ができている」と強圧的な発言をし、両者の対立が激しくなった。結局、シカゴ
大学は「孔子学院はアメリカの大学の学問的自由を抑圧し、中国共産党の理念と政治的宣伝
の道具に過ぎない」と表明し、 運営停止を宣言した。 また、同年１０月１日にペンシルベニ
ア州立大学も同様に契約更新を打ち切った３０。これら大学が運営停止まで至る経緯には、同
年７月に全米大学教授協会（ＡＡＵＰ）が「孔子学院は中国政府の傘下機関で学問の自由を無
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視している」と発表したことも影響したと考えられる。この問題はアメリカだけではなく、
カナダでも起こっていた。カナダのマックマスター大学の場合は、同大学の孔子学院の教員
が「私は法輪功の信者であるが、学院はその活動を許してくれない」と暴露したことに対し、
孔子学院側がその教員に退職を要求した。そのため、思想や信仰の自由を尊重する大学側が
孔子学院の契約の更新を認めず廃止したという３１。
以上のように、 孔子学院とその存続を認めない各大学との対立が深まるなかで、 西欧では
孔子学院に対するイメージが悪化の一途をたどっている。 現在アメリカやカナダなどの－
部は、孔子学院は該当大学においての研究情報の諜報活動やプロパガンダ活動、受講生に対
しての「軍事◎産業分野の先端情報」諜報活動、中国人の留学生や居住者の反政府運動活動
の監視活動をする団体であると報道している。 カナダの保安情報部 （ＣＳＩＳ） のアジア◎太
平洋地域担当局長は「カナダの大学に浸透した孔子学院は、カナダ政府と社会にも脅威を与
える存在」 と表明し、「孔子学院は中国共産党が西欧に浸透させるために作った 『トロイの
木馬』である」 と主張した３２。
　
このように、中国政府は、海外で中国語教育と中国文化の伝播を主旨とする非営利教育機
関◎孔子学院の設立続けてきた。しかし、非営利教育機関であった孔子学院はただの中国語
教育と中国文化の伝播のための教育機関ではなく、本来の趣旨と異なって「中国共産党の思
想や理念」や「中華文化の繁栄と隆盛」のための宣伝機関に転落していたのである。特に西
欧ではそのような認識が強く働いている。
３。韓国における孔子学院にたいする認識
孔子学院に対する西欧でのイメージは悪化する一方であるが、それにもかかわらず、孔子
学院は現在中国の「一帯一路」戦略と絡み合い拡大されている。２０１８年１２月までに教育部
管轄下の「孔子学院プロジェクト」はすでに世界１５４か所国と地域で５４８か所の孔子学院、
１１９３か所の孔子課堂の設置を報告しており、 そのうち、「一帯一路」 沿線国の５１か国では
（２０１７年現在）、１３４か所の孔子学院、１３０か所の孔子課堂を設置し、４６万人の学生が登
録している３３。さらに、そのイメージは西欧と違い悪いイメージより友好的なイメージが多
い。 特に韓国ではそうであった。
２００４年１１月２１日、 韓国ソウルに孔子学院が世界で初めて設立された。１９９２年の中韓
国交樹立以後、韓国では中国語学習のブームが起こり、中国を訪れる韓国留学生が急増する
ようになった。韓国人の中国留学は２０１５年までには、海外留学先の国の中でアメリカの次
の第２位であったが、２０１６年に６６，６７２人となって第１位となり、 現在まで韓国人の海外
留学先は中国が第１位を占めている。 中国国内の海外留学生の中でも、 韓国人留学生がこ
の数年間一番多いことになっており、現在（２０１８年）中国で学んでいる韓国留学生は６３，８２７
人である３４
－５１ －
さらに韓国では、 西欧のような孔子学院との葛藤および運営停止などの問題は今まで出て
ない。韓国の言論は「孔子学院との葛藤および運営停止」に関する西欧の言論を紹介し、「間
接的な批判」はしているが、それが韓国社会に影響を与えるという認識ではない。韓国言論
の多くは孔子学院の本来の趣旨である「中国語や中国文化の教育及び宣伝、中華人民共和国
との友好関係醸成を目的に設立した中国政府の機関」として報道している。その上、一般の
人々は 「政府機関だからこそ信頼性が高い」 と認識している３５。
　
これらの肯定的な認識は韓国と中国との長い間の歴史関係からみると、理解できる。韓国
人が孔子学院に対して友好的対応になるのは、次の要因があると考えられる。第 “こ韓国人
にとっての中国文化は、西欧人とは異なる。朝鮮半島は古代から中国文化の影響を受けてき
た。そのため、中国文化に対する違和感はなく、むしろ親密感を感じるほどである。無論、
冷戦時代の韓国は反共産主義政策をとり、中国との対立が半世紀ほど続き、今も北朝鮮との
関係で中国は友好国か、対立国なのか、暖昧な関係でもあるが、今後お互いに協力◎交流し
ていかなければならない国であることを両国の国民は認識している。 第２に、 孔子学院の
「孔子」 は儒教文化国家である韓国では、 教育の象徴的な存在であり、「孔子＝教育＝中国
語」 が連想されてより大きな効果をあげていると思われる。 第３に、「世宗学堂」 との関連
がある。現在韓国政府は「世宗学堂」を通して孔子学院と同様に韓国語と韓国文化を世界に
発信する教育事業を行っている。「世宗学堂」は世界に韓国語教育の拡大と韓国文化交流拡
大を目指して２００８年に設立された。 今現在 （２０１８年）５７か国に１７４か所の世宗学堂が
設置されている。その活動は孔子学院の活動と似ているところが多く、韓国人は孔子学院を
「世宗学堂」 と同様に認識する傾向が強いと思われる。
以上の３つの要因が、 韓国人に孔子学院を友好的な存在であると認識させていると考え
られる。
２０１６年７月 ８ 田こアメリカと韓国は 「サー ド （ＴＨＡＡＤ ◎高高度迎撃ミサイルシステ
ム）」 に関する共同文を発表して、 韓国へのサード配置を公式に決めた。 それに対して、 中
国は猛烈な批判を行い、 中韓間は一時的にギクシャクした。「ＴＨＡＡＤ（サード）」 問題が出
た時期、韓国国内の孔子学院の受講者は減少したものの、孔子学院に対する批判や運営停止
などの問題は起こらなかった。その後も韓国における孔子学院の活動は続き、現在北京外国
語大学と提携して韓国の漢城大学に孔子学院が設置される予定である３６。 漢城大学に孔子
学院が設置されると、 韓国では２４校目の孔子学院が誕生することになる。
Ｖ。 おわりに
以上のように本稿では、韓国「華僑」社会の特色とその背景、そして韓国「華僑」の定義
を中国朝鮮族と関連づけて考察し、習近平政権の「中国夢」の一環である「一帯一路」構想
－５２－
を孔子学院を通して考えてみた。 それをまとめると以下の通りである。
　
今まで韓国においての 「華僑」 は 「中華民国の国籍をもつ中国人」 として認識されてき
たが、１９９０年代に入ってから中国本土から中国人が移住し始め、「華僑」 の認識が大きく
変化するようになった。 現在の韓国華僑は 「旧華僑」 と 「新華僑」 に区分されている。
「旧華僑」 とは、１８９０年以降移住して今韓国に定着している中国人のことであり、「新華
僑」 とは、１９９２年の韓国と中国との国交正常化以降に韓国に移住した 「中国国籍者」 であ
る、 と定義できる。 もしそうであれば、 韓国華僑は、 現在一般的に定義されている 「華
僑」 と 「華人」 の定義とは異なるものであると考える。 すなわち、 一般に 「華僑」 と 「華
人」 との区分は、 国籍を基準とする場合が多いが３７、 韓国華僑の場合、「旧華僑」 の多くは
日本植民地時代から現在まで韓国に移住し定着してきた人々であるため、「華人」 になる
はずであるが、 居住国の韓国国籍をもたず中華民国国籍をもっていることから 「華僑」 と
定義するしかない。 また、「新華僑」 も多くの人が朝鮮族であるため、 彼らは中国国籍者
の意味での 「華僑」 にはなるが、 韓国国籍をとったとしても 「華人」 にはなれないのであ
る。 それは、 元々彼らは朝鮮半島から移住した朝鮮民族であり、 国籍を指標にして定義す
ることができない存在だからである。
しかし移住朝鮮族の中では、「国民統合のための教育」 により自分たちが 「中華民族」
の一員であると考える人が増えつつある。 そのため韓国社会においても、 移住当初では彼
らを 「同民族◎同胞」 として受け入れたのに、 今は 「華僑＝中国人」 として扱うことにも
なってきた。 また、 最近では 「黄海 （ファンへ）；２０１０年」、「チャイナタウン；２０１４
年」、「青年警察；２０１７年」、「犯罪都市；２０１７年」 などの映画が次々と上映され、 中国朝
鮮族が暴力、 殺人など組織犯罪の代名詞として表されることさえも起きている。 これらの
問題は今後韓国「華僑」社会を考える際に大きな問題点をこなると思われる。
このように、 韓国 「華僑」 は他の地域の華僑社会とは異なる点が多く、 その社会は独特
な存在である。 それは韓国と中国との近代国家形成の過程の中で培われてきた政治的イデ
オロギーが介在していたからであろう。 今後、 その姿勢は中国の 「一帯一路」 構想と絡み
合い、 より強化されると思われる。
第２の課題として韓国における孔子学院に対する認識について考察した。 孔子学院は西
欧では、 設置先の大学などの教育機関において 「学問の自由が阻害される」、「中国共産党
政府の宣伝組織だ」 との批判の声が高くなったが、 韓国では西欧のような葛藤や運営停止
などの事態は起こらなかった。 それは、 韓国と中国との関係には、 西欧と異なる長い間の
交流の歴史があるからである。 韓国人にとっての 「中国観」 は様々であるが、 多くの人々
にとっては 「中国大国論」 という意識があると思う。
２０１７年１２月 １５日に韓国の文在寅大統領は中国北京大学での演説で、「私は習近平主席
から中国の度量の大きい夢を見た」、「法と徳を前面に出して包容するのは中国を大国らし
くする基礎」 という 「中国大国論」 を述べた。 また文大統領は、 中国と習近平主席を賛美
－５３－
し、「韓国も小さい国だが、 責任ある中堅国家として中国と夢を共にするだろう」 と中国
の夢への賛同演説を行った。 さらに、 明と朝鮮の関係を称え、「両国が共に絢欄たる文化
を開花させた時期」 と演説でのべた。 それに対して韓国世論では、 両国の 「歴史を忘却し
た」「事大主義な」 演説であると批判された３８。 韓国の大統領がこのような発言をしたこと
には驚きを隠すことができない。 しかし、 かつて 「小中華」 とも言われていた韓国 （朝
鮮） にとっての中国文化は、 相好享受する文化であると認識する人が多いと思う。
　
近年、 中国政府は 「孔子学院プロジェクト」 を利用した中国語及び中国文化の対外普及
や「中華民族大家族◎中華民族大団結」を強調する華人◎華僑社会の形成など、多種多様
な政策を 「一帯一路」 構想に伴う成果として発表する傾向が強い。 しかしながら、 これら
の政策はいずれも 「一帯一路」 構想が発表される前から実施していたプログラムに 「一帯
一路」 沿線国との関連性を後付けて強調、 あるいは関連措置を追加したものである。 現
在、 孔子学院によって 「中国の文化的ソフト◎パワー戦略」 がより深く浸透しているよう
であるが、 その戦略は今世紀に入ってからであり、 僅か２０年で性急にその成否の評価を
下すのは避けるべきであると考える。
１ これについての具体的な内容は、 権寧俊 （２０１４）「変容する朝鮮族の民族教育」（松本ま
すみ編『中国◎朝鮮族と回族の過去と現在－民族としてのアイデンティティの形成をめ
ぐって』、 創土社） を参照されたい。
２ これについては、 王恩美著 （２００８）『東アジア現代史のなかの韓国華僑』、 三元社を参照
されたい。
３ 権寧俊（２０１４）「変容する朝鮮族の民族教育」（『中国◎朝鮮族と回族の過去と現在－民
族としてのアイデンティティの形成をめぐって』創土社） を参照。
４ 前掲書『東アジア現代史のなかの韓国華僑』、ｐｐ４５‐４６．
５ 同上書、ｐｐ６５．細谷智雄 （１９９７）「在韓華僑の形成過程－植民地朝鮮におけるエスニック
マイノリティ 」ー（日本植民地学会編『日本植民地研究』第９号） も参照。
６１９４８年８月、 大韓民国建国の初期、 華僑人口は１７４４３人であり、 北朝鮮の華僑人口
は、 １４３５１人 （１９５８年） であった。
７韓国法務局外国人政策本部編（２０１８）『出入国◎外国人政策統計年報』を参照。
８権寧俊（２０１７）「韓国『多文化政策』の実態と課題」（権寧俊編『東アジアの多文化共
生』、 明石書店）。
９費孝通（１９９２）「中華民族的多元－体格局」（『費孝通学術論著自選集』、北京師範学院出
版社）。
１０ 『中華人民共和国憲法』、 法律出版社、１９９６年。
１１毛里和子 （２００１）「中華世界のアイデンティティの変容と再鋳造」（毛里和子編 『現代中
国の構造変動７ 中華世界一アイデンティティの再編』、 東京大学出版会、ｐｐ．３１）。
１２周恩来（１９５０）「関於草擬中国人民政治協商会議共同綱領的経過及其特点的報告」（政協
第一回全体会議秘密処編『中国人民政治協商会議第一回全体会議記念刊』北京、新華書
店 ［復刊、 人民出版社、１９９９年］、ｐｐ．２３３）。
１３ 社説 「華僑活動を重視しなければならない」（『人民日報』、１９７８年１月４日）。
１４ 権寧俊（２００５）「朝鮮人の『民族教育』から朝鮮族の『少数民族教育』へ」（『文教大学
－５４－
　国際学部紀要』第１５巻第２号、ｐｐ．１７５‐２０３）。
１５ 叶尚志と群力によると、 少数の朝鮮族民族主義分子は 「自治よりも独立がよい」 と主張
したという。 叶尚志◎群力共 （１９５７）『偉大祖国的延辺朝鮮民族自治州』 北京、 民族出
版社、ｐｐ１８．
１６ 権寧俊（２００７）「国共内戦期における朝鮮民族の自治と公民権問題」（愛知大学『国際問
題研究所紀要』 第１２９号、ｐｐ７７‐１０５）。
１７権寧俊（２００２）「文化大革命期における延辺朝鮮族自治州の民族教育と言語問題」（アジ
ア経済研究所『アジア経済』 第４３巻第７号、ｐｐ．２３‐４７）。
１８孫運来◎沙允中主編（１９９４）『吉林省延彊民族地区穏定和発展的主要問題与対策』北
京、 中央民族大学出版社，ｐｐ．２３４．「遼寧省朝鮮族中学生の政治思想実態にたいする調査
分析」（『東北教育科学』、１９９３年２期）。 藤井幸之介 （１９９３）「中国朝鮮族の二言語使用
および民族意識にかんする予備調査」（徐龍達先生還暦記念委員会『アジア市民と韓朝
　　　　 　　　　　　　　　
ｌ９ 藤井幸之介 （１９９３） の前掲論文を参照。
２０ 許青善先生とのインタビュー （２００１年３月１６日先生自宅）。 許青善 （１９９２）「中国朝
鮮族大学教育の発展と展望」（延辺大学第２次朝鮮学国際学術討論会組織委員会）『論文
集』、ｐｐ．６０１‐６０５） も参照。
２１ この計画は２００３年に公表予定であったが、 新型肺炎ＳＡＲＳの影響により１年遅れて
２００４年に公表することになった。 「漢語橋工程 （ＴｈｅＣｈｉｎｅｓｅＢｒｉｄｇｅＰｒｏｊｅｃｔ）」（『Ｂａｉ
ｄｕ 百科』） ｈｔｔｐｓ；／化ａｉｋｅ。ｂａｉｄｕ．ｃｏｍ （２０１８年１２月 １３日検閲）
２２２０１８年１２月 ４日と５日両日間、 四川省成都市において第１３回孔子学院大会が行わ
れ、 孔子学院に関する具体的な情報が発表された。 孔子学院本部責任者、 国家漢語弁公
室副主任の馬箭飛氏は、２０１８年世界で新設された孔子学院は３０校、 うちドミニカなど
の９ヶ国では初の設立となった、 と発表した。『人民網日本語版』２０１８年１２月７日、
ｊ．ｐｅｏｐｌｅ．ｃｏｍ．ｃｎ／ｎ３／２０１８／１２０７（２０１９年１月２８日検閲）
２３大塚豊「中国の対外言語教育戦略と孔子学院」（富山大学の大学教育センター『大学教
育論叢』第３号、２０１７年３月）。
２４日本に設立された孔子学院の現況 （１７校）
機関名 協力中国大学 設立
年度
機関名 協力中国大学 設 立
年度
立命館大学 北京大学 ２００５ 神戸東洋医療学院 天津中医薬大学 ２００７
桜美林大学 同済大学 ２００６ 早稲田大学 北京大学 ２００７
北陸大学 北京語言大学 ２００６ 立命館大阪学堂 同済大学 ２００８
愛知大学 南開大学 ２００６ 工学院大学 北京航空航天大学 ２００８
立命館アジア太
平洋大学
漸江大学 ２００７ 福山大学 対外経済貿易大学
及び上海師範大学
２００８
立命館東京学堂 ２００７ 関西外国語大学 北京語言大学 ２００９
札幌大学 広東外語外資大学 ２００７ 兵庫医科大学中医薬 北京中医薬大学 ２０１２
大阪産業大学 上海外国語大学 ２００７ 武蔵野大学 天津外国語大学 ２０１６
岡山商科大学 大連外国語大学 ２００７
（出所）「孔子学院」（フリー百科事典『ウィキペディア （Ｗ旅中ｅｄ細）』）
ｈｔｔｐｓ：／ｊａ。ｗｉｋｉｐｅｄｉａ．ｏｒｇ／ｗｉｋｉ／（２０１９年１月 ２９日検閲）
２５日暮トモ子 「中国対外言語教育政策－現状と課題」（『比較教育学研究』 第３７号、 日本
比較教育学会、２００８年）
２６胡錦溝［２００７］「胡錦溝中国共産党第１７次全国代表大会上的報告」
－５５－
　ｈｔｔｐ：／ｃｐｃ．ｐｅｏｐｌｅ．ｃｏｍ．ｃｎ／ＧＢ／６４０９３／６７５０７／６４２９８４９．ｈｔｍｌ（２０１８年１１月２１日検索）
２７習近平「建設社会主義文化強国著力提高国家文化軟実力」（『人民日報』２０１４年１月１
日）。
２８ 馬場毅 「中国の対外教育一孔子学院を中心に」（ＺＣＣＳｅＺ０ｕｍａ／ｏｆ」Ｚｏｄ猪ｎ Ｇａｍｅｓｅ
ｇ云〃遊ｅｓＶｏｌ．２（１）２０１０）。
２９延世大学産学協力団『海外（中国◎フランス）自国語普及機関の教員運営現況調査研究
（最終報告書）』２０１４年１２月。
３０ 「孔子学院、 米国で追い出された理由」（『韓国日報』２０１４年１１月１６日）。
３１ 「孔子学院が学問の自由を無視していると米国教授たちが退出を要求」（『賦ＰＯＣＨ
ＴＩＭ賦Ｓ』２０１４年６月 ２０日）。
３２ 「孔子学院、 米国で追い出された理由」（『韓国日報』２０１４年１１月１６日）。
３３ 「孔子学院助推“一帯一路”民心相通」（『孔子学院』総第４９期、２０１７年３月）。
３４ 中国に留学する韓国人学生の数は、２００１年２２，１１６人、２００２年３６，１００人、２００３年
３５，３５３人、２００４年４３，６１７人、２００５年５４，０７９人、２００６年５７，５０４人、２００７年６４，４８１
人、２００８年６６，０８６人、２００９年６４，２３２人、２０１０年６２，９５７人、２０１１年６２，４４２人、
２０１３年６３，４８８人、２０１４年６３，４６５人、２０１５年６２，９２３人、２０１６年６６，７６２人、２０１７
年７３，２４０人、２０１８年６３，８２７人であった。 韓国教育部 「２０１８年度国外高等教育機関の
韓国人留学生統計」 （教育部ホームページ） ｈｔｔｐｓ：／ｗｗｗ．ｍｏｅ．ｇｏ．ｋ“ （２０１９年１月２８日
検閲）。
３５イム勃キュソプ 「韓国の孔子学院に対する認識－新聞、 一般人および研究者を中心に
一」（『中国と中国学』第３０号、 嶺南大学校中国研究センタ 、ー２０１７年）。
３６ 「漢城大学の孔子学院設立について」（『教授新聞』、２０１８年４月３０日）。
３７ 安井三吉著 （２００５）『帝国日本と華僑－日本◎台湾◎朝鮮』、 青木書店、ｐｐ４‐６．
３８ 「韓国は小さい国？文大統領の演説文は誰が書いたのか」（『中央日報』２０１７年１２月
１８日）。
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